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Abstract

Since 2008, completing an internship at a public school has been compulsory for students of

the Physical Education Pedagogy course (hereinafter, PE students) in the Physical Education

Department of the Sport Education School at Osaka University of Health and Sport Sciences.

In total, 86 PE students received credit for this internship in 2008 and 82 PE students

received credit in 2009.

This study aims to elucidate the practical experience gained by PE students who complet-

ed a compulsory internship as a teaching assistant at a public school in 2008 and 2009. In

2008, 49 public schools accepted interns, and in 2009, 45 public schools accepted interns. To

clarify the PE students’and the mentors’perceptions of the internship program, we asked

to them to complete free-response questionnaires. All responses were categorized based on

meaning using the KJ-method. The following results were obtained: (1) All subjects in this

study tended to give positive answers, (2) The mentors pointed out that time of internship

was short and (3) The PE students felt it was difficult to interact with students at public

schools during the internship, and they felt that the mentors negatively or positively influ-

enced their practice.

キーワード　アンケート調査　学生　メンター

survey  student  mentor

１．緒言

大阪体育大学は，平成9年（1997）に「生涯

スポーツ学科」開設による学部改組を行い，そ

れに伴うカリキュラム改革を実施した（大阪体

育大学2005）．その後，カリキュラムの見直し

を継続的に行ってきたが，平成14年度（2002）

より新カリキュラム改革のための委員会が発足

し，3年を費やして調査研究を行い，平成17年

度（2005）入学生より新しいカリキュラムでの

教育が始まった．

1）大阪体育大学 Osaka University of Health and Sport Sciences
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平成17年度のカリキュラム改革によって，前

カリキュラムの学科名の変更を行い，「体育学

科」を「スポーツ教育学科」とし，「生涯スポ

ーツ学科」を「健康・スポーツマネジメント学

科」とした．また，カリキュラム改革の基本的

な考え方として，大学発足爾来大きな理念とし

てきた「指導者養成を目指す」ことに立ち戻り，

いずれの学科においても指導者の養成を中核と

したカリキュラムを作った．

著者らが所属するスポーツ教育学科には，

「体育科教育」「コーチ教育」「心理・カウンセ

リング」の3つのコースがあり，3年次よりそれ

ぞれのコースに分かれて学修する．それぞれの

コースでは，そのコースに特化された授業内容

によって，特色ある指導者の養成を目指すこと

になった．本研究対象である「体育科教育コー

ス」は，特に強く教員を志望する80名の学生が

所属するコースである．また，前カリキュラム

では，「生涯スポーツ学科」でのみ行われてい

た「インターンシップ」を正課の授業として位

置づけ，キャリア教育にも積極的に取り組むこ

とができるようにした．

元来，インターンシップとは，産官学の連携

における「キャリア教育」として，在学中に企

業等での就労体験を実施することによって，円

滑な就職活動に役立てるものである（那須2009，

手嶋2010，吉田2009）が，本研究のインターン

シップ実習は，教員志望の学生に対して小学

校・中学校・高等学校の教育現場での就労体験

である．教育実習とインターンシップ実習との

違いは，教育実習が実習校の指導教員の下で，

学生が実際に授業実践をするのに対して，イン

ターンシップでは学生が授業実践することはな

い．学生は，教員が授業を行っているのを観察

したり，授業補助などの活動を行う．

本研究の目的は，本学体育科教育コース平成

20年度3年次生（定員80名）より，必修科目

（半期1単位）として学校現場におけるインター

ンシップ実習平成20年度（2008）・21年度

（2009）の実施状況・成果と課題等について報

告することである．

２．実施までの経緯

インターンシップ実習の実施に先駆け，平成

16年度より学生の学校ボランティア活動を推進

し，準備を開始した．折しも，文部科学省は，

委託事業として「学力向上推進事業」（平成

16・17年）を実施し，大阪府はその事業委託を

受け入れ，「まなびングサポート事業」と称し

たボランティア活動による学校支援を行った．

開始当初より，大学近隣の小・中学校において，

本学学生がその事業に参加し，多くの成果を上

げた（中央教育審議会答申，2007）．また，大

学近隣の市町教育委員会より，学校支援ボラン

ティアの協力依頼があり，当時の体育科教育コ

ース4年次生を対象として，コースからボラン

ティア学生を派遣する協力体制を設け，平成18

年度より新カリキュラムにおけるインターンシ

ップ実習の受け入れを前提とした「プレ・イン

ターンシップ」として学生派遣を行った．この

「プレ・インターンシップ」を行うことで，大

学・受け入れ校ならびに教育委員会がインター

ンシップのシュミレーションを行うことがで

き，また本学学生理解も可能となった．

2年間の「プレ・インターンシップ」を実施

したことによって，互いの不安を解消し，更な

る受け入れ校の拡大につながった．また，その

間，学内外のインターンシップに係る体制の整

備や正式な文書の取り交わし等，余裕を持って

準備することが可能であった．

３．実習までの流れ（表1）

インターンシップ実習（以下，実習とする）

は，3年次前期4月から7月（小・中・高校の1学

期のみ）に行われるが，学生の準備は2年次11

月から次のような順序で行われる．①ゼミ教員

による面接（前年度12月），②事前宿泊研修

（前年度2月），③実習校挨拶（前年度3月下旬），

④宣誓式（前年度3月下旬），⑤実習開始（4月

～）．

３.１　ゼミ教員による面接（前年度12月）

実習が行われる前年度の11月に，コース選択

が行われ，コース決定後にゼミ（演習）担当教

員が決定し，その教員によって面接を行い，個
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人の特徴や意欲・関心態度等，また通学路・交

通手段等の条件も確認する．その結果に基づき，

学生にふさわしい実習校の決定を行う．出来る

だけ経済的な負担や時間のロスの無いよう，実

習校の配置については配慮している．

３.２　事前宿泊研修（前年度2月）

宿泊研修の目的は，学生に実習の目的や内容，

実習生としての心構え等を実習マニュアル（大

阪体育大学,2010）に沿って確認することである．

関東地区私立大学教職課程研究連絡協議会

（2007）は，受け入れ校と実習生双方が実習の

目的とねらいを明確に理解しなければ様々なト

ラブルが発生することが報告している．例えば，

教員とのコミュニケーション不足や生徒への配

慮に欠ける対応などは，大学側の事前指導不足

によるものと指摘している．逆に，実習生が意

欲的かつ積極的に教員・生徒と関わることによ

って，一層の教育効果が期待されることも報告

している．これらの報告内容については，プ

レ・インターンシップでも確認されており，事

前研修の充実が実習そのものの成否に大きく関

わっていることが明らかであった．実習が新年

度開始の4月当初であることから，2月に事前宿

泊研修を行うこととなった．

宿泊研修の内容は，実習に係る目的・実施方

法・人権に関する内容および守秘義務につい

て，書類提出に関する事項，ディベートである．

ディベートについては，教師に必要なコミュニ

ケーション能力や論理的に思考する力を高める

ことを主な目的として，専門家を招聘し半日を

かけて行なっている．必要書類は，誓約書・履

歴書・自己紹介書・実習計画書である．これら

の必要書類が期限までに提出されない場合や所

定の期日までに実習校への挨拶等，必須要件が

満たされない場合は，実習が認められない事に

なっている．

３.３　実習校挨拶（前年度3月中旬～下旬）

学生に対する実習校決定の報告は，事前宿泊

研修時において行う．その後，同一実習校（原

則2名）の学生と一緒に電話連絡によって訪問

日を決定し，訪問する．実習の前年度になるた

め，新年度において校長や担当者が変更になる

場合もあるが，3月中に訪問し，4月からの実習

に備えて実習日・時間等の確認を行う．その結

果を基にして実習計画書を作成し，大学と実習

校に提出する．そして，それを単位取得に係る

実習時数の換算や大学担当教員の巡回指導の資

料として活用している．

３.４　宣誓式（前年度3月下旬）

実習開始を目前にして，全員が集合して最終

の確認を行う．また，2名の学生を指名して，

宣誓を行わせる．学生は，事前研修などによっ

てすでに様々な知識を得ており，準備を行って

きている．しかし，実際に実習校を訪問し，校

長や担当教員・メンターと会うことによって，

実習を生きたものとして受け取ることでこれま

で感じなかったような疑問を持っていたり，対

応に困ることや実際に今後起こるであろう問題

への気づきがある場合が多くあり，その質問へ

の対応とその他諸々の準備など，大学における

最終指導となる．

４．実習の実施方法（表２）

４.１　実施方法（表2-1,2-2）

実習校は大学近隣の小・中・高校45～49校

で，1実習校あたり原則2名の実習生を配置して

いる．実習校のメンターは，57～58名である．

実習は，大学の正課授業科目「インターンシ

ップＡ」として行われる．配当時間は，前期水

曜日1・2時限目に該当する．しかし，学生は，

大学ではなく実習校に行き，早朝より時間の許

す限り実習校で過ごしている．実習校が遠方に

表１．インターンシップ実習実施に係る時系列
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なる場合もあり，教務の協力を得て，水曜日の

午後には必修授業の配当はなく，学生は出来る

限り長い時間実習校での活動を行っている．大

学の配当時間以外の時間数も実習時間として承

認している．場合によっては，放課後のクラブ

活動への参加も行っているが，この場合は「特

別活動届」を提出させ，実習時数以外の時間と

して行わせている．

著者ら体育科教育コースに所属する教員は，

担当地区を毎週巡回して，実習の様子を確認す

る．実習の様子も評価対象となり，点数化して

いる．

４.２　実習の組織について（図1）

実習運営組織は，図１のようになっている．

実習校において，実際に実習を担当する教諭を

「メンター」という呼名にしている．その理由

は，学生も含めて，実習に係るすべての人が

「教育実習」と「インターンシップ実習」の差

別化を図る目的があった．元来メンターの役割

は，経験豊富な者が自分の経験を生かして賢明

で信頼のおける助言をすることである

（Mawer,1996，木原2000）．本実習では，実習校

の教諭に出来る限り負担がかからないように，

また教育実習とは目的も異なることから，「教

諭のアシスタント」を行うことを主たる目的と

して，教師とはどのような職業であるのかとい

う就労体験であることを実習に係る全ての人に

わかるようにするために「メンター」とした．

４.３　成績評価について

実習の単位取得要件は，40時間以上の実習と

事前・事後研修の参加，加えて実習ノートの提

出の全てをクリアすることである．実習校へは，

実習態度・適応性・意欲などの7項目について，

3段階評定と総合評価ならびに総合的な所感を

記載する評価票の提出を依頼している．また，

大学担当教員の巡回時の評価・実習記録等を総

合的に評価して，最終の成績としている．

５．実習の内容について（図2）

実習終了後に，実習中に行った活動について

調査した（2009年度,n=82）．その結果，体育授

業補佐が最も多く（n=72），次いで保健授業補

佐（n=32），登校指導（n=30），先生の雑務支援

（n=29）となり，概ね目的を達成していると考

えられる．体育授業補佐が100％でないことに

ついては，実習校が小学校の場合，実習校の時

間割の関係で実習日に体育授業がなかったり，

児童・生徒の実態に合わせて別の支援が必要な

表２-１．実習校および学生数

 

       

        

        

表２-２．地区別実習先一覧（2009）
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場合があり，そのような結果になったものと推

察される．授業以外の登校指導・ホームルーム

や雑務などの学校教育現場に重要な役割をもっ

ている内容を経験できることは，非常に貴重な

キャリア教育の機会であり，生きた教育の場と

なっていることが推察される．

６．アンケート結果

2008年度・2009年度の実習終了後に，実習生

と実習校にアンケート調査を実施した．実習生

へは，①実習内容について，②実習を終えて自

己の課題の2項目に対する自由記述である．一

方，実習校へは，①学生の活動に関して，②教

員の指導体制・実習全般についての2項目に対

する自由記述である．これらの結果を基に，内

容が類似した回答を１つのカテゴリーにまとめ

た．その結果，下記のような事が明らかになっ

た．

６.１　実習校の結果

アンケートに対する回答率は，両年度とも約

80～90％であり，高い回収率であった．実習校

は，実習生に対して概ね肯定的な評価をしてい

た．

2008年度の結果として，①時期の問題（4・5

月は行事が多く授業数が少ない），②実習開始

時間と終了時間の問題（終日が望ましい，給食
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図１．組織図

 

 

 

 

 

 

 

図２．実習の実施内容（2009）
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を一緒に食べて帰ってほしいなど），③年間を

通じて来てほしい，④打ち合わせ時間の確保が

ほしい，⑤同じ学校に２名より１名の方が良い，

⑥個人情報の取り扱いについて更なる配慮が必

要，などの点が明らかになった．

②の時間の確保については，教務の協力を得

て，午後からの時間割に必修科目を配当しない

などの工夫を行うことによって，2009年度に改

善を行った．また，⑥の個人情報の取り扱いに

ついては，2009年度の宿泊研修において，より

具体的な指導を行うこととした．その他の点に

ついては，大学におけるインターンシップの位

置づけや正課の授業としての実習の限界があ

り，改善には多くの努力が必要であった．

2009年度の結果は，実習全般に関しては，概

ね肯定的な意見が多く，昨年度以上に良い評価

をしている学校が多かった．しかし，2009年度

より実習を依頼した1校については，非常に厳

しい評価があった．今後の課題として，①イン

ターンシップの事例報告がほしい，②年間を通

じて来てほしい，③小学校での実習生には，小

学生の実態や教育課程を事前指導で教えてから

来てほしい，などの記述があった．2010年度に

向けた改善点として，①については，マニュア

ルに事後報告会資料を載せて，他校での実習の

様子がわかるようにした．③については，小学

校へ行く学生については，本学のキャリア支援

センター小学校免許指導スタッフの協力を得

て，所定の時数の特別講義を受けさせるように

改善した．

６.２　学生の結果（2009年度）

2009年度の結果（n=82），「現場の現状や雰囲

気を感じ取ることができた」（n=25），「先生に

なりたい気持ちが強くなった」（n=9）など，多

くの者が様々な視点で積極的な感想を記述して

おり，実習に関しては概ね肯定的な評価をし，

その意義を感じていると推察される．しかし，

実習先によって活動内容が異なっていることに

対する不満をもっているという内容があった

（n=15）．例えば，体育授業が見られなかったり，

メンターから具体的な指示がなかったなど，メ

ンターの実習への理解度による影響があると考

えられる．

一方，「実習中に困ったことはあったか」と

いう質問に対しては，「生徒への対応に困った」

という記述が非常に多く（n=45），実習中に生

徒とのコミュニケーション能力・対応力が不足

していると多くの者が感じているようであっ

た．また，「コミュニケーション能力を高めた

い」（n=14），「専門分野以外の知識が不足して

いる」（n=13）など，実習を通じて，教師とし

ての資質について考える機会を得たとの回答が

多くみられた．

７．考察

上述の実習生・実習校へのアンケート内容か

ら下記の点が明らかになった．

１）実習生・実習校共に，実習に対しては肯

定的な捉え方をしている．

２）実習校は，①実習時期の検討，②実習時

間の延長（実習日に終日学校にいる事）および

通年での実施，③打ち合わせ時間の確保，④反

省会の実施の４項目を今後の課題としている．

３）実習生は，①生徒への対応の仕方，②メ

ンターによる実習内容の差異の２点を今後の課

題として挙げている．

７.１　実習校時期と期間の延長について

本学の必修科目としての実習は，「インター

ンシップＡ」（１単位）と「インターンシップ

Ｂ」（２単位）に分かれており，実習時数によ

って区分されている．また，コース必修科目の

習得単位数との関係もあり，カリキュラム編成

上の問題とも係わっている．そのため，全学的

なカリキュラムに係る検討が必要になり，是正

するためには多くの検討事項をクリアしなけれ

ばならず，すぐに変更することができないと考

えられる．その他，本学学生の大半がクラブ活

動に所属しており，放課後のクラブ活動に参加

するため，終日に及ぶ実習が不可能である．ま

た，通年での実施については，現行のカリキュ

ラムでは困難な状況にある．

７.２　打ち合わせと反省会の実施

打ち合わせの実施については，毎実習日前の
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連絡方法確保の検討が考えられるが，実習校担

当教員およびメンターの業務拡大に繋がる可能

性もあり，希望する実習校に対してメール等，

簡便な形式で実習生との事前打ち合わせが行え

るようなシステムを作ることが考えられる．

反省会の実施については，2010年度より事後

報告会への実習校担当者の出席依頼と懇話会を

実施し，大学と実習校との意見交換の場を設定

しており，改善への足がかりを作った．

７.３　実習生の生徒への対応の仕方について

木原（2000）のイギリスにおけるメンターの

役割に関する学生と教師の意識調査の報告注１）

では，「教師が斬新的で共同的な教授を行い，

授業における子どもの理解を深めることを重視

していた」が，「学生は子どものグループ分け

や学級コントロール，安全の確認や備品や使用

の情報という授業のマネージメントの情報をメ

ンターに求めていた．」ことが明らかになって

いる．そして，このようなズレを埋めていくこ

とがメンターに必要であると指摘している．木

原の指摘と同様に，本研究のメンターにとって，

日々生徒を観察し，理解し，対応している教育

活動は，非常に日常的な活動であり，大きな課

題ではないと感じていると推察される．しかし，

学生にとっては，その活動が非常に稀有なもの

として捉えられ，メンターがどのように対応し

ているのかを見て，自ら学び,行おうとしても非

常に困難な課題であることが推察される．この

ような状況を考え，事前研修において，生徒へ

の対応に関して予想される事例とその対応例の

紹介や留意点などの指導を行う必要があるもの

と考えられる．

７.４　メンターの役割について

本研究対象の実習は，本学教員による事前指

導ならびに巡回指導を行っているが，毎時の指

導は，メンターとしての現場教諭に委ねられて

いる．学生が，教育現場において「教師」とい

う職業を理解し，実際の学校教育現場において

「教育」とはどのようなことなのかを学ぶとい

う実習の目標を達成するためには，メンターの

役割は大きい．そのため，大学が目指す実習内

容とメンターの役割をより明確にする必要があ

ると考えられる．その背景には，現職教員が教

員養成課程中に，インターンシップを経験して

いないことが，その一因であると考えられる．

メンターがインターンシップ実習を経験してい

ないことによって，何をどのように指導してよ

いのかわからないとしているケースもあると考

えられる．実習校のアンケート調査において，

「実践例の報告がほしい」という回答があった

ことから推察すれば，教育実習との差別化をど

のようにするのか，実習のゴールをどこに置け

ば良いのかなど，不明確な点が多いと推察され

る．インターンシップは，就労体験であるため

に経験することがまず一番の目的と捉えるので

はなく，単位化に伴う明確な学習達成目標を明

らかにする必要があると考えられる．これらの

点から，①メンターの指針作成，②学習達成目

標の明確化の2点は今後早急に取り組まなけれ

ばならない課題であると考えられる．

８．まとめ

本研究の対象である小・中・高校における必

修科目としてのインターンシップ実習は，教育

委員会・教育現場の大きな協力と支援があり，

実現している．この実習は，教職を目指す学生

にとって非常に貴重な就労体験の場として，キ

ャリア教育の一役を担っている．教員養成大学

は，即戦力となる，高い指導力を有する体育教

師を輩出する責務があり，インターンシップ実

習は，そのために重要な教育の機会を有してい

るものと考えられる．また，実習校にあっては，

教諭のアシスタントとして教育業務の一部を担

うことができるスタッフの確保となり，大学・

実習校相互に便益あるものとなっている．しか

し，このような実習は，スタートしたばかりで

あり，考察にあるように種々の課題があること

が明らかになっている．今後，これらの課題に

対して積極的に取り組むと共に，より優秀な教

員養成のためのシステムづくりを目指したいと

考える．

注１：日本とイギリスの教員養成システムには

違いがあり，イギリスでのメンターは，日本の
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教育実習の指導教員にあたる立場にある．木原

（2000）の報告におけるメンターは，実際に学

生が授業を行っている実習場面での活動を対象

としており，本研究のインターンシップ生の活

動に違いはあるが，初めて教育現場に立つ者と

現職教員という立場からは同様の視点を有して

いるものと考えられる．
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